
今　治　市

平 成 27 年 度

平成２７年４月から 介護保険サービスを利用したときの、利用者負担が変わりました１

平成２７年４月から 介護保険料が変わりました２

平成２７年４月から 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の入所基準が変わりました３

平成２７年４月から 多床室の居住費と負担限度額が変わりました４

平成２７年８月から 一定以上所得者は利用者負担が２割になります５

平成２７年８月から 高額介護サービス費の一部の上限額が新しくなります６

平成２７年８月から 高額医療・高額介護合算制度の限度額が変わります７

平成２７年８月から 特定入所者介護サービス費等の給付要件が変わります８

要支援１・２の人が利用できるサービスが一部変更になります

平成２８年４月から 地域密着型サービスに「地域密着型通所介護」が追加されます10

平成２７年度 介護保険制度改正のポイント

平成２９年４月までに

平成２７年４月から 複合型サービスの名称が変わりました４ 平成２７年４月から 複合型サービスの名称が変わりました４ 平成２７年４月から 複合型サービスの名称が変わりました11

９



●第６期今治市の介護保険料
所得段階

●生活保護を受けている方

●世帯全員が住民税非課税で、老齢福祉年金を受けている方

　 または前年の合計所得金額＋課税年金収入額が80万円以下の方

第６段階

第７段階

第８段階

第９段階

◆負担限度額（１日あたり）

第１段階 本人および世帯全員が住民税非課税で、老齢福祉年金の受給者、生活保護の受給者

第２段階 本人および世帯全員が住民税非課税で、合計所得金額＋課税年金収入額が８０万円以下の人

第３段階 本人および世帯全員が住民税非課税で、利用者負担段階２段階以外の人

第１段階

第２段階

６８，６００円
（年額）

５，７１８円
（月額）

保険料（年額）調整率基準額対象となる方

×０．４５

×０．７５

×０．７５

×０．９

基準額

３０，９００円

５１，５００円

５１，５００円

６１，８００円

６８，６００円

前年の合計所得金額＋課税年金収入額が

80万円以下の方

　　世帯全員が
　　住民税非課税

前年の合計所得金額＋課税年金収入額が

80万円超120万円以下の方

前年の合計所得金額＋課税年金収入額が

120万円超の方

前年の合計所得金額が120万円以上190万円未満の方

前年の合計所得金額が190万円以上290万円未満の方

前年の合計所得金額が290万円以上の方

第３段階

第４段階

第５段階

 本人が住民税非課税で
 世帯内に住民税を課税
 されている方がいる

３７０円

３７０円

利用者負担段階

第４段階以外の方

多床室

　　０円

×１．２

×１．３

×１．５

×１．７

８２，３００円

８９，２００円

１０２，９００円

１１６，６００円

　　本人が
　　住民税課税

前年の合計所得金額が120万円未満の方

平成２７年４月から

１
平成２７年４月から

介護報酬改定にともなって、介護保険サービスを利用したときに支払う金額が変更されました。

平 成 27平 成 27平 成 27平 成 27 年 度 か ら

３
平成２７年４月から

２

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）への新規入所は、原則として要介護３以上の人が対象とな

りました。

ただし、すでに入所している要介護１・２の人（要介護３以上から要介護１・２に状態が改善された場合

も含む）や、制度改正後に要介護３以上で新規入所したのち要介護１・２に状態が改善された場合でも、

やむを得ない事情があれば、引き続き入所できる経過措置が設けられています。また、要介護１・２で

認知症などの場合で、やむを得ない事情があれば、新規入所が認められる場合があります。
※地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を利用する場合も、新規入所は原則として要介護３以上の人となります。

４
平成２７年４月から

施設サービスを利用したときの、多床室の居住費（基準費用額）が３２０円から３７０円に変わりました

（平成２７年８月から、介護老人福祉施設と短期入所生活介護は８４０円に変わります）。また、低所得

の人が多床室を利用した場合の負担限度額も変わりました。



◆利用者負担の上限（１か月）
平成２７年７月までの所得での段階区分 平成２７年８月からの所得での段階区分

　●一般

　●一般

　●住民税世帯非課税 　●住民税世帯非課税

　　・合計所得金額および課税年金収 　　・合計所得金額および課税年金収

　　　入額の合計が80万円以下の人 　　　入額の合計が80万円以下の人

　　・老齢福祉年金の受給者 　　・老齢福祉年金の受給者

　●生活保護の受給者 　●生活保護の受給者

　●利用者負担を15，000円に減額 　●利用者負担を15，000円に減額

　　 することで、生活保護の受給者 　　 することで、生活保護の受給者

　　 とならない場合 　　 とならない場合

◆高額医療・高額介護合算制度の負担限度額（年額/８月～翌年７月）

※低所得者Ⅰ区分の世帯で介護保険サービスの利用者が複数いる場合は、限度額の適用方法が異なります。

●毎年７月３１日時点で加入している医療保険の所得区分が適用されます。　●支給対象となる人は医療保険の窓口へ申請が必要です。

平成２７年７月

所得
（基礎控除後の総所得金額等）

　●現役並み所得者

利用者負担段階区分

６７万円２１２万円９０１万円超

後期高齢者

医療制度で

医療を受ける人

７０～７４歳の人所得区分

７０歳未満の人

平成２７年８月～
平成２６年８月～

１５，０００円

５６万円

３１万円

１９万円

現役並み所得者

一　般

低所得者Ⅱ

 　低所得者Ⅰ※

１４１万円

　６７万円

　６０万円

　３４万円

６７万円

５６万円

３１万円

１９万円

６００万円超９０１万円以下

２１０万円超６００万円以下

２１０万円以下

住民税世帯非課税

１７６万円

１３５万円

　６７万円

　６３万円

　３４万円

上限額（世帯合計）

４４，４００円

３７，２００円

２４，６００円

１５，０００円（個人）

１５，０００円（個人）

１５，０００円

上限額（世帯合計）利用者負担段階区分

３７，２００円

２４，６００円

１５，０００円（個人）

１５，０００円（個人）

５
平成２７年８月から

一定以上所得者（本人の合計所得金額が１６０万円以上で、同一世帯の第１号被保険者の「年金収入＋

その他の合計所得金額」が単身世帯で２８０万円以上、２人以上世帯３４６万円以上）がサービスを利用し

たときの利用者負担が、１割から２割になります。

介護保険負担割合証が発行されます
要支援、要介護の認定を受けた人に、利用者負担の割合（１割または２割）が記載

された「介護保険負担割合証」が発行されます。

６
平成２７年８月から

同じ月に利用した介護保険の利用者負担が一定額を超えたときに支給される「高額介護サービス費」

の利用者負担段階区分（所得などに応じた区分）に、「現役並み所得者（同一世帯に課税所得１４５万円以

上の人がいて、年収が単身３８３万円以上、夫婦５２０万円以上）」を新設し、上限額を設定します。申請す

る際は、市区町村に「高額介護サービス費等支給申請書」を提出してください。

７
平成２７年８月から

年間の介護保険サービス費と医療費の自己負担（それぞれサービスの限度額適用後の自己負担）が一

定の限度額を超えたときに、超えた分が支給される「高額医療・高額介護合算制度」の限度額が、平成

２７年８月の計算期間分から変更されます（７０歳未満の人のみ変更されます）。



８
平成２７年８月から

①②のいずれかに該当する場合、特定入所者介護サービス費等の給付の対象にはなりません。

①住民税非課税世帯でも、世帯分離している配偶者が住民税課税者である場合

②住民税非課税世帯（世帯分離している配偶者も住民税非課税）でも、預貯金等が一定額（単身１，０００

万円、夫婦２，０００万円）を超える場合

９
これまで介護予防サービスで行われていた介護予防訪問介護は「訪問型サービス」、介護予防通所介

護は「通所型サービス」とサービス名が変わり、市区町村が行う「介護予防・日常生活支援総合事業」

へ移行します。「介護予防・日常生活支援総合事業」の対象となるのは、要介護認定で要支援１・２、非

該当と判定された人、要介護状態となるおそれの高い人ですが、６５歳以上であれば誰でも利用できる

サービスもあります。

６５歳以上の人

自立した生活が送れる人

要介護認定で非該当、要

支援１・２と判定された人

基本チェックリストで生活

機能の低下がみられた人

介護予防・日常生活支援総合事業

一般介護予防事業を利用

介護予防に関する講演会や、ボランティア研修などに参加できます。６５歳

以上の人であれば誰でも利用できます。

介護予防・生活支援サービス事業を利用

10
平成２８年４月から

定員が１８人以下の小規模な通所介護が、「地域密着型通所介護」として地域密着型サービスへ移ります。

訪問型サービス

身体介護や生活援助、保健師等

による相談指導、移動支援など
レクリエーションや体操等の

活動、自主的な通いの場など
配食、見守り、自立した生活を

続ける支援など

通所型サービス 生活支援サービス

平成２９年４月までに

11
平成２７年４月から

地域密着型サービスで提供している「複合型サービス」の名称が、「看護小規模多機能型居宅介護」に

変わりました。


